


【目標】

・優秀な留学生を招聘するための広報体制を確立し日本留学ブームを構築

・留学生が渡日から帰国まで安全・安心な日本留学を送るための支援体制の構築

・日本企業のグローバル人材採用・活用を活性化

名称 ：一般社団法人留学生支援ネットワーク（ International Students Support Network）
設立日： 2013年10月2日
代表者：代表理事 モンテ・カセム
(学校法人立命館立命館大学・立命館アジア太平洋大学名誉教授)
所在地：〒101-0046 東京都千代田区神田多町2-2-22 千代田ビル2階
URL ： http://www.issn.or.jp

留学生のためのビジネス日本語ＨANDBOOK
サイズ：Ｂ5 72P
言語：日本語（ルビつき）
発行部数：1万部/年

留学生のための就職活動HANDBOOK
サイズ：Ｂ5 64P
言語：日本語（ルビつき）
発行部数：1万部/年

各種セミナー開催・講師派遣（年間200件以上）
・留学生向け就職支援セミナー
東京工業大学、一橋大学、筑波大学、広島大学
早稲田大学、上智大学、立教大学、青山学院大学等

・企業向け採用・活用セミナー
経済産業省、中小企業庁、東京都等各自治体、
関西経済連合会、日本貿易振興機構、日本経済新聞社等

・教育機関向け留学生就職支援セミナー
経済産業省、中小企業庁、文部科学省、東京都等

・求人情報提供
・就職活動対策e-learning

http://www.ajinzai-sc.jp

・同窓会の開催

・現在日本留学ポータルサイトを作成中

全国の約100大学が加盟し、3,500
人の留学生、約1,000社が利用

内閣府が中心となり関係省庁・団体連
携の下実施する、「外国人材活躍推進
プログラム」にも選定

【概要】

留学生のための自己分析・企業研究
WORKBOOK
サイズ：A4 72P
言語：日本語（ルビつき）
発行部数：1万部/年
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経済産業省・文部科学省の共催事業である「アジア人財資金構想」事業全体のマネジメントに携わり、事業終了後に事業を継承する目的で一般社団法人
留学生支援ネットワークを設立し、以後、政府の主要外国人留学生事業に従事しながら留学生の就職支援・企業における外国人材採用促進のための啓発
活動を自主事業として行う。また、これまでに蓄積した知見や経験をもとに政府や自治体の政策立案のアドバイザーも務める。講演実績については、企
業、教育機関、外国人留学生等を対象としたセミナーを数多く実施しており日本一の講演実績を持つ。

主な公務

文部科学省「留学生就職促進プログラム委員会」専門委員（2018年-現在）

文部科学省「住環境・就職支援等受入れ環境充実事業委員会」委員（2016年-現在）

JETRO「新輸出大国コンソーシアム」エキスパート（高度外国人材分野）（2016年-現在）

文部科学省「専修学校グローバル化対応推進支援事業実施委員会」委員（2017年-現在）

内閣府「クールジャパン人材育成委員会」外部有識者（2018年）

内閣官房「未来投資会議構造改革徹底推進会合企業関連制度・イノベーション会合（雇用・人材）」外部有識者（2018年）

法務省「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策検討会」外部有識者（2018年）

日本学生支援機構 客員研究員（2019年）

講演・執筆実績

企業向け講演：経済産業省、中小企業庁、自治体、JETRO、関西経済連合会、日本経済新聞、HR EXPO等 150回以上

留学生向け講演：一橋大学、筑波大学、静岡大学、首都大学東京、早稲田大学、上智大学等 年間150回以上

教育機関向け講演：経済産業省、文部科学省、中小企業庁、東北大学、関西大学、創価大学等 50回以上

執筆活動：「留学生のための就職活動HANDBOOK」、「留学生のためのビジネス日本語HANDBOOK」、「留学生のための自己分析・企業研究

HANDBOOK」、日本能率協会マネジメントセンター「留学生のための就職内定ワークブック」、(独)日本学生支援機構「外国人留学生

のための就活ガイド2017-2020」(独)日本学生支援機構「留学交流」、(財)入管協会「国際人流」等

公共事業実績

アジア人財資金構想プロジェクトサポートセンター（経済産業省・文部科学省2007年-2012年）

高度外国人材の日本企業就職促進プロジェクト事業（厚生労働省2012年）

地域中小企業の海外人材確保・定着事業支援センター（中小企業庁2013年）

新卒者（留学生）就職応援プロジェクト支援センター（中小企業庁2013年）

地域中小企業の海外人材確保・定着支援事業支援センター（中小企業庁2013年-2014年）

中小企業と留学生の交流支援事業（東京都2015年、2016年）

外国人留学生のための就活ガイド制作事業（日本学生支援機構2015年-2018年）

地域中小企業・小規模事業者の人材確保支援等事業（関東経済産業局2016年-2019年）

観光産業外国人材活用支援事業（東京都2018年、2019年）
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厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ

（いわゆる専門的・技術的分野）
その範囲は「産業及び国民生活等に与える影響」を総合的に勘案して個々の職種ごとに決定
「高度専門職」「教授」「芸術」「宗教」「報道」「経営・管理」「法律・会計業務」
「医療」「研究」「教育」「技術・人文知識・国際業務」「企業内転勤」「興行」「技能」
「介護」

技術移転を通じた開発途上国への国際協力が目的
平成22年7月1日施行の改正入管法により技能実習生は入国1年目から雇用関係のある
「技能実習」の在留資格が付与されることになった

（EPAに基づく外国人看護師、介護福祉士候補者、外交官の家事使用人、ワーキングホリ
デー、等）
「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内容により報酬を
受ける活動の可否が決定

（「定住者」(主に日系人)、「永住者」、「日本人の配偶者等」)
これらの在留資格は在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬を受ける活動が可能

本来の在留資格を阻害しない範囲内（1週28時間以内）で相当と認められる場合に報酬を
受ける活動が許可

出入国管理及び難民認定法上、以下の形態の就労が可能・外国人労働者は10年間で90万人増加している

・現在政府では人材不足解消のため新たな在留資格

「特定技能」を2019年4月に創設

・外国人留学生についても在留資格の緩和を行う

【図1】10年間の日本における外国人労働者数
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深刻な人手不足に対応するため，一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人材の
受け入れを目的とする。
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〔学歴要件〕あり

日本の教育機関において専門士・準
学士・学士・修士・博士のいずれか
を取得していることが条件
※海外の大学を卒業している場合は
上記を満たさなくてよい

〔学歴要件〕なし 〔学歴要件〕あり

日本の４年制大学の卒業及び大学院
の修了に限られる

〔学歴要件〕なし
18歳以上であることが条件

〔日本語要件〕なし 〔日本語要件〕なし 〔日本語要件〕あり
国際交流基金日本語基礎テストA2

又は、日本語能力試験（JLPT） N4

分野別の日本語評価試験

〔在留期間の制限〕なし
期間は3カ月、1、3、5年 更新可

〔在留期間の制限〕あり
在留資格「留学」の期間内

〔在留期間の制限〕なし
期間は3、6カ月、1、3、5年 更新可

〔在留期間の制限〕最長5年（通算）
期間は4、6カ月、1年 更新可

〔職種制限〕あり（単純労働不可）

職務内容が本人の有する技術・知識
等を活かせるものであるか

〔職種制限〕なし（単純労働可）
風俗営業活動は不可

〔職種制限〕あり（単純労働可）
特定産業分野14分野でそれぞれ従事
する業務が定められている

〔審査〕あり
・雇用会社の状況：安定性・継続性
・報酬額：日本人と同レベルの報酬

・職歴（実務経験）：学歴要件を満
たさない場合⇒10年以上の実務経験
（国際業務は3年以上）など

〔審査〕なし 〔審査〕あり
・特定産業分野の技能試験に合格
・報酬額：日本人と同レベルの報酬
・1号特定技能外国人支援計画を策定
・基準に適合する受け入れ機関のみ
・特定技能雇用契約を締結
・対象分野ごとに制限がある など

〔日本語要件〕あり
日本語能力試験（JLPT） N1 又は
BJTビジネス日本語能力テスト480以
上

〔職種制限〕あり（単純労働一部可）

修得した広い知識、応用的能力等の他
、留学生としての経験を通じて得た高
い日本語能力を活用すること

〔審査〕あり
・雇用会社の状況：安定性・継続性
・報酬額：日本人と同レベルの報酬
など
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日本学生支援機構全国キャリアガイダンス文部科学省資料から一部抜粋
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・2017年度の留学生の日本での就職者数は約1万6千人。

・留学生の日本での就職希望者は約6割 = 就職希望の留学生の就職率は5割

・中小企業への就職が約6割。その内従業員100名以下の中小企業への就職は約5割

・出身地別構成比では①中国4割、②ベトナム、③ネパール、④韓国、⑤台湾

・業種については非製造業が約80%と多く、①コンピューター関連サービス、②商業（貿易）、③飲食業の順に多い

【図2】外国人留学生の卒業者数・就業者数
【図3】従業員数別許可人員の構成比
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（前に踏み出す力、
考え抜く力、

チームで働く力）
（読み、書き、算数、
基本ＩＴスキル 等）

（仕事に必要な知識や
資格等）

（思いやり、公共心、倫理観、基礎的なマナー、身の周りのことを自分でしっかりとやる 等）
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